
伊方地域の緊急時対応（概要版） ①原子力災害対策重点区域・広域避難先

 伊方地域における原子力災害対策重点区域は（概ね半径30kmの範囲）の人口は121,779人（平成28
年4月現在）。

 PAZ圏内の人口は伊方町（愛媛県） 5,340人。
 UPZ圏内の人口は関係2県8市町116,439人。このうち、予防避難ｴﾘｱ（PAZ圏以西の佐田岬半島地域
内の人口は4,724人。

１．伊方地域の原子力災害対策重点区域 ３．PAZ圏及びUPZ圏の各自治体における広域避難先

（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用

例）冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞）※ （30㎞～）

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）大地震（立地道府県で震度６弱以上）

例）全交流電源喪失

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難や屋内退避を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始）

ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転

（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

 PAZ圏内、UPZ圏内の各市町の住民の避難先は、県内外で確保。
 県を越える避難が必要な場合、避難元県からの受入れ要請に基づき、避難計画で示された大分
県及び山口県の避難先で受入れを行う。

 緊急事態の初期段階は原子力施設の状態等の進捗で、放射性物質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果
に基づいて防護措置を実施。
① EAL（Emergency Action Level ）による段階的避難／施設敷地緊急事態要避難者は早期避難
原子力施設の状態等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL） を 設定。
EALに基づき防護措置を行う。
※施設敷地緊急事態要避難者の避難は通常の避難より時間がかかるため、 EAL（SE）の段階から避難を開始する。
ただし、避難により健康ﾘｽｸが高まるおそれのある者は遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

② 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施／OIL（Operational Intervention Level）に基づく判断
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを立ち上げる。放射性物質放出後 、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果
と防護措置の実施基準（OIL）に基づき、PAZ圏外の住民の防護措置の実施を判断する。

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone

※UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

※予防避難ｴﾘｱ（PAZ圏に準じた避難等の防護措置を準備する区域）

放射性物質放出後

1

陸路避難の場合※

松前町

海路避難の場合
大分県18市町村

PAZ

予防避難ｴﾘｱ

UPZ圏内市町の広域避難先

山口県上関町の
避難先
同町内

第1避難先候補※

松山市等13市町
（同一市町内への避難を含む）

※伊方地域の予防避難ｴﾘｱについては、PAZ圏に準じた避難等の防護措置を実施。

※ 愛媛県内の第2避難先候補として、今治市と上島町を設定

※愛媛県は、第1避難先候補施設に避難できない場合は、第2避難先候補（6市町）又は山口県へ避難

第2避難先候補
今治市等6市町

PAZ

UPZ

八島

２．原子力災害対策指針における緊急時防護措置実施の考え方

ま さきちょう

大分市

松前町

大分市

松前町

西条市

上関町

関係県

PAZ圏内 UPZ圏内

合 計（概ね
５km)

（概ね５～３０km）

予防避難ｴﾘｱ

愛媛県 5,340人 116,413人 4,724人 121,753 人

山口県 － 26人 0人 26 人

合 計 5,340人 116,439人 4,724人 121,779 人

PAZ圏内及び予防避難ｴﾘｱの広域避難先

伊方地域原子力防災協議会

UPZ

県 市町 区域 地域名 住民数

愛媛県 伊方町

PAZ
伊方
瀬戸
（2地区）

5,340人

予防避難
ｴﾘｱ

瀬戸
（その他）

三崎
4,724人PAZ

UPZ

予防避難ｴﾘｱ

30Km

5Km

伊方町

八幡浜市

大洲市

西予市

宇和島市

伊予市

上関町

内子町

山口県

愛媛県

資料３
平成28年7月14日改定



伊方地域の緊急時対応（概要版） ②PAZ圏における避難・屋内退避の考え方

区域 種別 対象者数
避難等の流れ

備考
警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

PAZ
（発電所
から5km
圏内）

避難行動要
支援者（社
会福祉施
設）

伊方町
92人

 施設の避難計画において、避難先
施設を設定。

 無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる
者は、輸送等の避難準備が整うま
で自施設内で屋内退避を実施。

避難行動要
支援者（在
宅）

伊方町
175人

 伊方町が松前町の社会福祉施設等
と受入を調整。

 無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる
避難行動要支援者は、近隣の放射
線防護施設へ移動。

避難行動要
支援者（学
校・保育所）

伊方町
450人

 学校の児童等は、警戒事態になっ
た場合、避難準備を開始。避難経
由所（松前公園）に移動後、保護者
に引き渡す。

 保育所の児童は、警戒事態になっ
た時点で保育を中止し、保護者へ
引き渡す。保護者への引き渡しがで
きなかった場合は、避難経由所で
保護者に引き渡す。

一般住民※2
伊方町
4,623人

 避難経由所に移動後、松前町が指
示する広域避難所へ移動。

 自家用車を利用可能な者は自家用
車で移動。自家用車が利用できな
い者は、愛媛県内のPAZ・UPZ圏内
市町のﾊﾞｽ会社が保有するﾊﾞｽ等で
移動。

合 計 5,340人

社会福祉施設
（松前町内2施設）ﾊﾞｽ2台、福祉車両14台

（職員同乗）により避難

ﾊﾞｽ4台、福祉車両10台
（支援者同乗）により避難

放射線防護施設※1

（伊方町内3施設）

＜無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者：5人＞

福祉車両1台により移動
（ﾋﾟｽﾄﾝ輸送）

ﾊﾞｽ18台
（教職員同乗）により避難

3,869人

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
原
災
法
10
条
）
で
避
難
開
始

全
面
緊
急
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態

（
原
災
法
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条
）
で
避
難
開
始

※2 一般住民の対象者数は、PAZ住民数の合計数から割り出した数であり、若干の増減がある。

＜避難可能な者：86人＞

＜保護者へ引き渡しができなかった保育所の児童及び学校の児童等＞

＜自家用車で避難可能な者＞

対象者
（175人）

対象施設（8施設：450人）

対象者
（4,623人）

※1 放射線防護施設には、避難行動要支援者のほか、その支援者等が入る予定。

＜無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者：6人＞

放射線防護施設
（伊方町内1施設）自施設内（放射線防護施設）

（職員が介護）

＜避難可能な者：170人＞

広域避難所
（松前町内13施設）

一時集結所（2箇所）

施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者
の

避
難
準
備
を
開
始

一般住民の
避難準備を開始

754人（ﾊﾞｽ17台）

＜自家用車で避難できない者＞

2

避難経由所
（松前公園）

一時集結所（2箇所）

支援者と共に徒歩、自家
用車等で移動（106人）

支援者の自家用車等で移動（64人）

避難経由所
（松前公園）

避難経由所
（松前公園）

対象施設
伊方町

（1施設：92人）

広域避難所（松前町内13施設）
又は

福祉避難所（松前町内9施設）

広域避難所
（松前町内13施設）

保育所の児童の
保護者引き渡し



3

予防避難ｴﾘｱにおける状況に応じた防護措置

想定される状況

放射性物質放出
まで時間的猶予
がある場合

国道197号が使用可能な場合
港湾が使用可能であり船舶が確保できる場合

国道197号が使用可能な場合
港湾が使用不可もしくは船舶が確保できない場合

国道197号の一部が使用不可の場合
港湾が使用可能であり船舶が確保できる場合

国道197号が使用不可の場合
港湾が使用可能であり船舶が確保できる場合

国道197号が使用不可の場合
港湾が使用不可もしくは船舶が確保できない場合

放射性物質放出のﾘｽｸが高まった場合

【状況に応じた防護措置】

 伊方発電所が佐田岬半島の付け根付近に位置しているという地理的特性を踏まえ、PAZ圏以西の半島地域を予防避難ｴﾘｱとして位置づけ、防護措置につ
いては、発電所や周辺の道路・港湾等の状況に応じ、多様な対応（陸路避難、海路避難、空路避難、屋内退避）を準備。

防護措置

陸路避難 ｹｰｽ1

陸路避難
海路避難
空路避難

ｹｰｽ2

海路避難
空路避難 ｹｰｽ3

屋内退避 ｹｰｽ4

①警戒事態：

愛媛県及び伊方町が、
道路や港湾等の状況を確認し、
避難方法の検討を開始

②施設敷地緊急事態：

防護措置の方法を決定し、
住民に広報を実施

【状況の確認】

※2  放射性物質の放出後については、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果を踏まえて、原子力災害対策指針で定める基準（OIL）に基づき、一時移転等の防護措置を実施。

伊方地域の緊急時対応（概要版） ③予防避難ｴﾘｱにおける避難･屋内退避の考え方

種 別 対象者数

施設敷地緊急事態（原災法10
条）で避難・屋内退避開始

避難行動要支援者
（医療機関・社会福祉施設）

伊方町
137人

避難行動要支援者（在宅）
伊方町
170人

避難行動要支援者（学校・保育所）
伊方町
379人

全面緊急事態（原災法15条）で
避難・屋内退避開始

一般住民※1
伊方町
4,038人

合 計 4,724人

※1 一般住民の対象者数は、予防避難ｴﾘｱ住民数の合計数から割り出した数であり、若干の増減がある。

避難・屋内退避の方法

自家用車、ﾊﾞｽ等による陸路避難

発電所や周辺の道路・港湾等
の状況等さまざまな事態に対
応できるように、複数の防護措
置を組み合わせて対応を実施

船舶による海路避難

県等のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難

屋内退避施設等において屋内退避


